
「市政改革」の名で…

市民サービスの切捨てと
負担増の押し付け



児童館・トモノス
を廃止

児童館     10館
トモノス  26館

西成区の児童館



マニフェスト
5年間で5000人の
職員削減

すでに3000人削減
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職員数の削減47,600人 ▲5,000人超

▲2,000人

▲2,500人

▲3,000人

マニフェスト
の計画

削減の
上積み



●生活保護世帯への夏冬見舞金を廃止（夏3900円・冬4200円）

●生活保護世帯の上下水道料金減免 と営交通料金1／2減免を廃止

●小児ぜんそく医療費に1回500円の窓口負担

●新婚世帯への家賃補助を月5000円減額

●重度障害者給付金　月額8千円～1万円　

●粗大ゴミ収集の有料化（1個200円～1000円）

●市立高校の普通教室クーラーの利用料徴収（年5400円）

切捨てられた「市民サービス」の一覧（05年度～07年度）



雪だるま式の負担増

国保料・介護保険料
と住民税の値上げ

06年度 07年度 08年度

年金生活者の税・社会保険料の負担
（年金月額20万円、65歳以上の一人暮らしの場合）

22.3万円

27.6万円

35.2万円

15.3

保険料

税金
7.0

19.6

8.0

24.8

10.4



関市長の三選出馬の
狙い・政策



「市政改革の
さらなる推進」

●児童いきいき放課後事業の料金徴収

●上下水道料金福祉措置の見直し

●保育料の値上げ

●市営住宅福祉減免見直し

●保育園の民間委託、幼稚園の民営化

●小学校給食の民間委託

●ゴミ収集の有料化

今後計画されている「市民サービス」の切捨て



地下鉄の民営化

年210億円の黒字を
出している優良企業

地下鉄の純損益
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地下鉄の民営化は
関西財界が言い出したこと

「民営会社になれば
株式配当が期待できる」



黒字の地下鉄が市バスを
支援すればバスの
サービスは
もっと良くなる

20億円
赤字

210億円
黒字



関市長は
「WTC・ATCを抜本処理する」

どういうことでしょうか？



WTCビル

資本金94億円
借金1200億円

大阪市が入居し
200億貸付けて支援



関市長
「今度経営破たんしたら、
残りの借金すべて市が
責任もちましょう」

現借金残高：527億円 2007年10月10日付
各紙



市民サービス切捨て、
税金のムダ遣いは改めない
こんな人物に市政を任せられません。



国保料を加入者一人
あたり1万円
値下げさせましょう

国保料、介護保険料の引き下げを求める
請願書を提出



子どもの医療費無料
制度を、中学校卒業
までに広げましょう

「東京都の23区
では実施」



全国の中学校給食
実施状況

70％
実施

未実施
30%

中学校給食を
大阪市でも
実現しましょう。

30人学級実現を



中小企業を
応援する市政を
●モノづくり支援センター

●大型店規制の街づくり条例



大阪市市政を
変えましょう




